
2018/08/23 14:23:12 / 18407159_グリー株式会社_招集通知

第14回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

１. 会社の新株予約権等に関する事項

２. 会計監査人に関する事項

３. 業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

４. 連結株主資本等変動計算書

５. 連結注記表

６. 株主資本等変動計算書

７. 個別注記表

法令及び当社定款第18条の規定に基づき、上記の事項につきまし

て は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ

（http://corp.gree.net/jp/ja/ir/stock/meeting.html）に掲載

することにより、株主の皆様に提供しております。

グリー株式会社

表紙
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１．会社の新株予約権等に関する事項

取締役が有している新株予約権等の内容及び新株予約権等を有する者の人数

（2018年６月30日現在）

第 ６ 回
新 株 予 約 権

第 ７ 回
新 株 予 約 権

第 ８ 回
新 株 予 約 権

第 ９ 回
新 株 予 約 権

新株予約権の数 506個 1,789個 1,504個 3,514個

新 株 予 約 権 の
目的となる株式の
種 類 及 び 数

普通株式
50,600株
(注)１

普通株式
178,900株
(注)１

普通株式
150,400株
(注)１

普通株式
351,400株
(注)１

新 株 予 約 権 の
払 込 金 額

新株予約権
１個につき
127,400円

新株予約権
１個につき
57,200円

新株予約権
１個につき
53,300円

新株予約権
１個につき
76,600円

新 株 予 約 権 の
行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る
財 産 の 価 額

１株当たり１円 １株当たり１円 １株当たり１円 １株当たり１円

行 使 期 間
(注)２

2015年10月16日
～

2022年10月15日

2015年10月15日
～

2025年10月14日

2016年10月14日
～

2026年10月13日

2017年10月13日
～

2027年10月12日

行 使 条 件 (注)３・４ (注)３・４ (注)３・４ (注)３・４

新 株 予 約 権 を
有する者の人数

取締役２名
(注)５

取締役６名
(注)５

取締役６名
(注)５

取締役６名
(注)５

（注）１．新株予約権１個につき100株

２．新株予約権割当契約において、段階的に権利行使が可能となる旨の定

めがあります。

３．当該新株予約権または新株予約権を有する者について当社による当該

新株予約権の取得事由が発生していないことを条件とし、取得事由が

生じた当該新株予約権の行使は認められないものとしております（但

し、取締役会の決議により特に行使を認められた場合を除く）。

４．当該新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予

約権の一部の行使は認められないものとしております。

５．社外取締役は含まれておりません。

－ 1 －

会社の新株予約権等に関する事項
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２．会計監査人に関する事項

⑴　名称

　　新日本有限責任監査法人

　　（2018年７月１日付で「EY新日本有限責任監査法人」に名称変更）

⑵　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 50百万円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき
金銭その他の財産上の利益の合計額

50百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と

金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら

ず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査人の報

酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に

関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の職務執行状況や監査計画の

内容等を確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法

第399条第1項の同意を行っております。

⑶　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当し、

解任が相当と認められる場合には、監査役全員の同意により、会計監査人を

解任します。

　また、当社都合の場合の他、当該会計監査人に適正な監査の遂行に支障を

きたす事由が生じたと認められる場合等、解任または不再任が妥当だと判断

した場合には、監査役会は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不

再任の議案の内容を決定します。

－ 2 －

会計監査人に関する事項
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３．業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

１．業務の適正を確保するための体制

　内部統制システムの基本方針に関する決議の内容の概要は、以下の通りであ

ります。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

①　取締役会及び監査役会並びにその使用人が、法令に定められた取締役及

び使用人の職務執行に係る監督・監査を行う。

②　取締役及びその他の使用人の行動基準を明示した「倫理規程」を定める

と共に、「リスクマネジメント規程」及び「コンプライアンス規程」を

制定し、職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する体制の構

築、維持及び強化を推進する。

③　リスクマネジメント態勢の整備、維持及び強化の一環として、代表取締

役社長直属のリスクマネジメント委員会を設置する。また、リスクマネ

ジメント及びコンプライアンスに関して、定期的に社内研修を実施する。

④　内部通報窓口を内部監査室、監査役室、法務総務部、人事本部及び外部

弁護士事務所に設置し、問題の早期発見・未然防止を図る。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　法令及び「文書管理規程」その他の社内規程に基づき、取締役の職務の執

行に係る情報を保存、管理し、取締役及び監査役が随時閲覧できる体制を構

築する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　多様化するリスクに備えて、各種社内規程の策定、遵守を推進し、リス

クマネジメント態勢の整備、維持及び強化を推進する。

②　取締役会、経営会議、及び各種委員会において重要案件を慎重に審議し、

事業リスクの排除、軽減を図る。

③　新規取引の開始に当たっては、「職務権限規程」、「稟議決裁規程」、

「与信管理規程」等に基づく承認過程において、慎重に調査・審議し、

事業リスクの排除、軽減を図る。

④　内部監査室による内部監査により、リスクの早期発見、早期解決を図る。

－ 3 －

業務の適正を確保するための体制
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⑤　新たに生じた重要なリスクについては、取締役会において速やかに対応

責任者となる取締役を定める。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　執行役員制度の活用により経営上の意思決定・監督機能と業務執行機能

との分離による迅速かつ効率的な経営を推進すると共に、重要案件につ

いては、効率的に事前審議等ができるように取締役会制度を整備する。

②　取締役会に加え、経営会議を開き、「経営会議規程」に定める範囲内で

重要な業務執行案件の審議・報告を行う。

③　業務執行における責任体制を確立し、業務を円滑かつ効率的に行わせる

ため、職制・組織、業務分掌、権限等に関する基準を社内規程に策定し

遵守する。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

　「グループ規程」等に基づく、親子会社間の緊密な意思疎通や連携により、

グループ全体のコンプライアンス体制の整備を推し進め、コーポレート・ガ

バナンスが機能するよう業務の適正化を図る。

(6) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　「グループ規程」等の社内規程において、子会社における職務の執行に係

る手続を定め、当社における事前審査、諮問、承認等及び子会社における起

案、決裁、報告事項等を明示する。

(7) 子会社の損失の危険の管理に関する体制

①　「グループ規程」等の社内規程において、子会社が事業の継続・発展を

実現するためにリスクを管理する態勢を自ら整備する責任を負うことを

定める。

②　子会社に対し、当社グループの事業の目的・目標の達成を阻害するリス

ク事象全般について、当社への報告体制を構築する。

(8) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための

体制

　「グループ規程」等の社内規程を整備し、子会社の管理、組織、権限及び

規程等に関する事項について定める。

－ 4 －

業務の適正を確保するための体制



2018/08/23 14:23:12 / 18407159_グリー株式会社_招集通知

(9) 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制

①　子会社の取締役・監査役が職務執行に係る監督・監査義務を適切に果た

すよう、当社法務総務部がリスクマネジメント及びコンプライアンスに

関する定期的な研修を実施する。

②　内部通報窓口を当社内部監査室、監査役室、法務総務部、人事本部及び

外部弁護士事務所に設置し、問題の早期発見・未然防止を図る。

(10) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項

　監査役室等の使用人は、監査役を補助する。

(11) 前号の使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示

の実効性の確保に関する事項

①　監査役室等の使用人は、監査役より補助の要請を受けた場合、その要請

に関して取締役及び他の使用人等の指揮命令を受けず、専ら監査役の指

揮命令に従わなければならない。

②　当該使用人の任命、人事異動、懲戒及び人事評価については、予め常勤

監査役の同意を必要とし、取締役からの独立性が確保できる体制とする。

(12) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報

告に関する体制

①　「取締役会規程」に基づいた決議事項は適切に取締役会に付議されるほ

か、監査役は、取締役会決議事項以外の重要な事項についても、取締役

会、経営会議等において、その内容を確認することができる。

②　前記の会議に付議されない重要な稟議書や報告書類等について、監査役

は閲覧し、必要に応じ内容の説明を求めることができる。

③　取締役及び使用人は、重大な法令または定款違反及び不正な行為並びに

当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、速やかに

監査役に報告する。

(13) 子会社の職務の執行に係る者またはこれらの者から報告を受けた者が会社

の監査役に報告をするための体制

①　子会社の取締役等及び使用人は、当社監査役から業務執行に関する事項

について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。

－ 5 －

業務の適正を確保するための体制
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②　子会社の取締役等及び使用人は、重大な法令または定款違反及び不正な

行為並びに当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知っ

たときは、速やかに当社監査役に報告する。

(14) 監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

受けないことを確保するための体制

　当社は、監査役へ報告を行った当社グループの取締役等及び使用人に対し、

当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨

を当社グループの取締役等及び使用人に周知徹底する。

(15) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他

の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関す

る事項

　監査役がその職務の遂行について生じる費用の前払いまたは償還等の請求

をしたときは、当該監査役の職務の遂行に必要でないと認められた場合を除

き、速やかに当該費用または債務を処理する。

(16) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、取締役、使用人及び会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換の

場を設ける。

(17) 財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社グループは、金融商品取引法に定める財務計算に関する書類その他の

情報の適正性を確保するため、「財務報告の基本方針」を定め、代表取締役

社長の指示の下、財務報告に係る内部統制システムの構築を行い、その仕組

みが適正に機能することを継続的に評価し必要な是正を行うと共に、その適

合性を確保する。

(18) 反社会的勢力の排除に向けた体制

①　当社グループは、市民の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対し

一切の関係をもたず、不当な要求や取引に応じることがないよう毅然と

した姿勢で、組織的な対応をとる。

－ 6 －

業務の適正を確保するための体制
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②　その整備として、法務総務部を反社会的勢力対応部署として、「反社会

的勢力対応細則」を定め、関係行政機関等からの情報収集に努め、また

これらの問題が発生したときは、関係行政機関や顧問弁護士と緊密に連

絡をとり組織的に対処できる体制を構築する。

２．業務の適正を確保するための体制の運用の状況

　当社は、リスク管理を徹底することにより競争力を強化し、企業価値及び株

主価値を最大化させるために、コーポレート・ガバナンスの徹底を最重要課題

と位置付けております。当事業年度における上記体制の運用状況の概要は、以

下の通りであります。

(1) 取締役の職務の執行について

　当事業年度において、取締役会を12回開催した他、取締役会決議があった

ものとみなす書面決議を２回行い、取締役及び使用人の職務の執行が法令及

び定款に適合するよう監督を行いました。

(2) リスクマネジメント態勢の整備について

　当社は、リスクの軽減、予防の推進及び迅速な対処のため、「リスクマネ

ジメント規程」を制定し、リスク対応推進担当を各部門に設置する等により、

リスクマネジメント態勢の強化を推進しております。

(3) コンプライアンス体制について

　当社は、役員及び従業員に対し、定期的なコンプライアンス研修を実施し

ております。また、問題の早期発見・未然防止を図るため、内部通報窓口を

内部監査室、監査役室、法務総務部、人事本部及び外部弁護士事務所に設置

しております。当事業年度において発生した案件に関しては、速やかに調査

の上、取締役会に報告致しました。

(4) 監査役の職務の執行について

　当事業年度において、監査役会を12回開催しており、経営の妥当性、効率

性、コンプライアンスに関して幅広く意見交換、審議、検証し、適宜経営に

対して助言や提言を行いました。また、監査役は、取締役会ほか、重要な会

議に出席し、取締役の職務執行について、厳正な監視を実施致しました。

－ 7 －

業務の適正を確保するための体制、業務の適正を確保するための体制の運用の状況
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４．連結株主資本等変動計算書

（自　2017年７月１日　至　2018年６月30日）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資  本  金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

2017年７月１日残高 2,334 2,332 111,533 △6,229 109,972

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 16 16 32

剰余金の配当 △2,586 △2,586

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

4,708 4,708

自己株式の処分 △103 453 350

自己株式処分差損の振替 103 △103 －

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の
変 動 額 合 計

16 16 2,018 453 2,504

2018年６月30日残高 2,351 2,348 113,552 △5,776 112,476

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括
利益累計額合計

2017年７月１日残高 262 △576 △313 224 109,883

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 32

剰余金の配当 △2,586

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

4,708

自己株式の処分 350

自己株式処分差損の振替 －

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△29 515 486 162 648

連結会計年度中の
変 動 額 合 計

△29 515 486 162 3,153

2018年６月30日残高 233 △60 172 387 113,036

－ 8 －
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５．連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(１)連結の範囲に関する事項

　　①　連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数　16社

主要な連結子会社名

　株式会社ポケラボ

　Glossom株式会社

　ファンプレックス株式会社

　株式会社３ミニッツ

　当連結会計年度において、アウモ株式会社及び株式会社Wright Flyer Live 

Entertainmentは新たに設立したため、クオント株式会社は株式を取得したため、連結の

範囲に含めております。

　また、株式会社レッスンパス及びGREE International Entertainment, Inc.は清算結了

したため、連結の範囲から除いております。

　②　主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

　グリーベンチャーズ株式会社

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等が、いずれも連結計算書類に重要な影響を

及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

(２)持分法の適用に関する事項

　　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

　　　主要な会社等の名称

　　　①　非連結子会社

　グリーベンチャーズ株式会社

　　　②　関連会社

　IUGO Mobile Entertainment, Inc.

　ジープラ株式会社

　　　持分法を適用しない理由

　持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等が、いずれも連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体として重

要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

－ 9 －
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(３)連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(４)会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

  有価証券

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定)を採用しております。

　　　時価のないもの

　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。なお、投資事業有限責任組合及

びそれに類する組合への出資(金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの)については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

　イ．有形固定資産

　　主として定率法を採用しております。

　　ただし、2016年４月１日以降取得した建物附属設備については、法人税法に規定する

方法と同一の基準による定額法によっております。

　ロ．無形固定資産

　　自社利用のソフトウェア

　　　社内における利用可能期間(２～５年)に基づく定額法を採用しております。

　ハ．長期前払費用

　　主として定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

　イ．貸倒引当金

　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

　ロ．賞与引当金

　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担

額を計上しております。

－ 10 －
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④　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

⑤　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　イ．のれんの償却方法及び償却期間

　　　のれんは、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって均等償却を行っております。

　ロ．消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　ハ．連結納税制度

　　　連結納税制度を適用しております。

２．連結貸借対照表に関する注記

　　有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　1,707百万円

－ 11 －
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３．連結損益計算書に関する注記

　　(減損損失)

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産または資産グループについて減損

損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失額

東京都渋谷区 事業用資産 のれん 3,150百万円

　資産のグルーピングは、会社または事業を単位としてグルーピングを行っております。

また、本社等、特定の事業セグメントとの関連が明確でない資産については共用資産とし

ております。

　資産または資産グループが、当初予定していた収益を見込めなくなった場合、回収可能

性を考慮し減損損失を認識し、特別損失に計上しております。

　資産または資産グループの回収可能価額は使用価値によって測定しており、将来キャッ

シュ・フローがマイナスの場合は回収可能価額をゼロとみなしております。

　連結子会社である株式会社３ミニッツに対する買収に伴い発生したのれんに関して、買

収時に想定していた収益が見込めなくなったことから帳簿価額の全額を減損損失として計

上しております。のれんの回収可能価額については、将来の事業計画等に基づいて算定し

ております。

－ 12 －
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(１)当連結会計年度末の発行済株式の総数

普通株式 242,190,900株

(２)剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決議 株式の種類
配当金の
総額

(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2017年９月26日
定時株主総会

普通株式 2,586 11
2017年
６月30日

2017年
９月27日

（注）2017年９月26日開催の定時株主総会の決議による配当金の総額には、日本マスタート

ラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託口・75518口）が所有する当社株式への

配当金９百万円を含めておりません。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

　　2018年９月26日開催予定の第14回定時株主総会において普通株式の配当に関する事項

を次の通り付議致します。

・配当金の総額 3,299百万円

・１株当たり配当額 14円

・基準日 2018年６月30日

・効力発生日 2018年９月27日

（注）2018年９月26日開催予定の定時株主総会の決議による配当金の総額には、日本マス

タートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託口・75518口）が所有する当社

株式への配当金８百万円及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与

ESOP信託口・76166口）が所有する当社株式への配当金17百万円を含めておりませ

ん。

(３)当連結会計年度末における新株予約権に関する事項

第６回
新株予約権

第７回
新株予約権

第８回
新株予約権

第９回
新株予約権

目的となる
株式の種類

普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

目的となる
株式の数

50,600株 178,900株 150,400株 351,400株

新株予約権の残高 506個 1,789個 1,504個 3,514個

－ 13 －
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５．金融商品に関する注記

(１)金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社は、必要な資金は主に自己資金で賄っております。一時的な余資は安全性の高い金

融資産で運用しております。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金並びに未収入金は、取引先の信用リスクに晒されて

おります。

　投資有価証券は、主に業務提携に関する株式及び投資事業組合出資であります。これら

は、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である未払金、未払法人税等はそのほとんどが１年以内の支払期日であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制

　当社は、社内規程等に従い、営業債権について、営業担当者が主要な取引先の状況を定

期的にモニタリングし、取引先相手ごとに期日及び残高を管理すると共に、財務状況等の

悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　投資有価証券は、主に業務提携に関する株式及び投資事業組合出資であり、市場価格の

変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を

把握し、保有状況等を継続的に見直しております。

－ 14 －
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(２)金融商品の時価等に関する事項

　2018年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

通りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含めておりま

せん（（注）２.参照）。

連結貸借対照表計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

(1)現金及び預金 87,196 87,196 －

(2)受取手形及び売掛金 7,148 7,148 －

(3)未収入金 1,347 1,347 －

(4)投資有価証券

その他有価証券 122 122 －

資産計 95,815 95,815 －

(1)未払法人税等 296 296 －

(2)未払金 7,366 7,366 －

負債計 7,663 7,663 －

（注）１.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金 (2) 受取手形及び売掛金 (3)未収入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(4) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負債

(1) 未払法人税等 (2) 未払金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

（注）２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式等 6,871

投資事業有限責任組合等への出資 8,934

　市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難であると認められることから、上記の

表「(4) 投資有価証券」には含めておりません。

－ 15 －
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６．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 477円95銭

１株当たり当期純利益 20円01銭

－ 16 －
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６．株主資本等変動計算書

（自　2017年７月１日　至　2018年６月30日）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金

その他資
本剰余金

資本剰余
金 合 計

その他利
益剰余金 利益剰余

金 合 計繰越利益
剰 余 金

2017年７月１日残高 2,334 2,332 － 2,332 113,504 113,504 △6,229 111,942

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 16 16 16 32

剰余金の配当 △2,586 △2,586 △2,586

当 期 純 利 益 3,830 3,830 3,830

自己株式の処分 △103 △103 453 350

自己株式処分差損の振替 103 103 △103 △103 －

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 16 16 － 16 1,141 1,141 453 1,626

2018年６月30日残高 2,351 2,348 － 2,348 114,645 114,645 △5,776 113,569

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額 等 合 計

2017年７月１日残高 262 262 224 112,430

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 32

剰余金の配当 △2,586

当 期 純 利 益 3,830

自己株式の処分 350

自己株式処分差損の振替 －

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

△29 △29 162 133

事業年度中の変動額合計 △29 △29 162 1,759

2018年６月30日残高 233 233 387 114,190

－ 17 －
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７．個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　①　子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法を採用しております。

　②　その他の関係会社有価証券

　　　投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるもの)については、組合契約に規定される決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっておりま

す。

　③　その他有価証券

　　イ．時価のあるもの

　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定)を採用しております。

　　ロ．時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法を採用しております。なお、投資事業有限責任組合及びそれ

に類する組合への出資(金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の)については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を

基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

（２）固定資産の減価償却の方法

　①　有形固定資産

　主として定率法を採用しております。

　ただし、2016年４月１日以降取得した建物附属設備については、法人税法に規定する方

法と同一の基準による定額法によっております。

　②　無形固定資産

　自社利用のソフトウェア

　　社内における利用可能期間(２～５年)に基づく定額法を採用しております。

③　長期前払費用

　定額法を採用しております。

－ 18 －
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（３）引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

②　賞与引当金

　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計

上しております。

③　関係会社事業損失引当金

　　関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財務状況等を勘案して、当該損失

見込額を計上しております。

（４）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

（５）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

②　連結納税制度の適用

　　連結納税制度を適用しております。
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２．貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額 1,641百万円

　　（２）関係会社に対する金銭債権・金銭債務

　　　　短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,719百万円

　　　　短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　877百万円

３．損益計算書に関する注記

　　関係会社との取引

営業取引による取引高

売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   673百万円

営業費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,647百万円

営業取引以外の取引による取引高　　　　　　　　　　　　　　   688百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

　　当事業年度の末日における自己株式の総数

普通株式 6,499,974株

　自己株式数には、株式付与ESOP信託口が保有する当社株式1,860,696株を含めておりま

す。
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５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　  繰延税金資産

貸倒引当金 958百万円

貸倒損失否認 1百万円

未払事業税 32百万円

税務上の繰延資産 230百万円

減価償却超過額 895百万円

株式報酬費用 124百万円

投資有価証券評価損 176百万円

関係会社株式評価損 2,000百万円

繰越欠損金 3,178百万円

その他 1,185百万円

繰延税金資産小計 8,783百万円

評価性引当額 △4,328百万円

繰延税金資産合計 4,454百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △103百万円

その他 △83百万円

繰延税金負債合計 △186百万円

繰延税金資産の純額 4,268百万円
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６．関連当事者との取引に関する注記

　（１）子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（％）

関 連 当 事
者 と の 関
係

取 引
内 容

取引金額
（百万円）

科目
期末
残高

(百万円)

子会社

GREE 
International 
Entertainment,
Inc.

所有
直接
100.0

資 金 の 貸
付
役 員 の 兼
任

資金の貸付 273

－ －

資金の回収 108

債権の放棄 9,821 － －

利息の受取
(注1)

55 － －

子会社
株式会社
ポケラボ

所有
直接
100.0

資 金 の 貸
付
役 員 の 兼
任

資金の回収 2,090

関係会
社長期
貸付金
（注2）

224

利息の受取
(注1)

1 － －

子会社 リミア株式会社
所有
直接
100.0

資 金 の 貸
付
役 員 の 兼
任

資金の貸付 1,435

関係会
社長期
貸付金
（注3）

2,385

利息の受取
(注1)

1 － －

子会社
株式会社３ミニ
ッツ

所有
直接
100.0

資 金 の 貸
付
役 員 の 兼
任

資金の貸付 1,320

関係会
社長期
貸付金
（注4）

1,670

利息の受取
(注1)

0 － －

子会社
株式会社
Wright Flyer 
Studios

所有
直接
100.0

役 員 の 兼
任

売上金の回
収 代 行

(注5)
－ 売掛金 1,390

（注）１．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

２．株式会社ポケラボへの貸付に対し、合計224百万円の貸倒引当金を計上しております。

３．リミア株式会社への貸付に対し、合計1,939百万円の貸倒引当金を計上しております。

４．株式会社３ミニッツへの貸付に対し、合計963百万円の貸倒引当金を計上しておりま

す。

５．当社の子会社である株式会社Wright Flyer Studiosが当社の売上代金の回収代行を実

施したものであり、当社と子会社の直接的な取引ではないため、取引金額の記載を省

略しております。
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　（２）役員及び個人主要株主等

種類
会社等の
名称

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関 連 当 事
者
と の 関 係

取引内容
取引金額
(百万円)

科目

期末
残高
(百万
円)

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

モグナ株式会社
(注6)

－ 役員の兼任

無 形 固 定
資 産 の 譲
渡
(固定資産
 売却益)
(注7)

100 － －

（注）６．当社代表取締役会長兼社長田中良和が議決権の100％を間接保有している会社でありま

す。

７．価格等の取引条件は、第三者機関による価格評価を勘案して決定しております。

取引金額には消費税等を含めておりません。

７．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 482円85銭

１株当たり当期純利益 16円28銭
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